
想定下請応札率等想定下請応札率等想定下請応札率等想定下請応札率等のののの算出例算出例算出例算出例
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工 種 県の設計額 Ａ

応札額

Ｂ＝Ｄ＋Ｅ

工種別応札率

Ｃ＝Ｂ／Ａ

元請金額 Ｄ 下請金額 Ｅ

 想定元請設計額

  Ｆ＝Ｄ×Ａ／Ｂ

  Ｆ＝Ｄ ／  Ｃ

 想定下請設計額

  Ｇ＝Ｅ×Ａ／Ｂ

  Ｇ＝Ｅ ／ Ｃ

入札金額が詳細調査基準価格に満たない場合の施工体制事前調査

失格基準⑤（純工事費に対する失格基準）に適用します。

工種別応札率が０．８５を下回る場合は、その金額の根拠等について

聴き取り調査を行い、合理的な理由がない場合は失格となります。

（例：道路土工の11,000,000円の根拠について理由を求めます。）

計算式に基づき算出されますが、想定

元請設計額と想定下請設計額の計は、

県の設計額（Ａ）と等しくなります。

想定下請設計額＝下請金額／工種別応札率

想定元請設計額＝元請金額／工種別応札率

下請金額下請金額下請金額下請金額のののの総額総額総額総額 想定下請設計額想定下請設計額想定下請設計額想定下請設計額（＝（＝（＝（＝下請金額下請金額下請金額下請金額÷÷÷÷工種別応札率工種別応札率工種別応札率工種別応札率））））のののの計計計計

（（（（注注注注））））失格基準失格基準失格基準失格基準③③③③、、、、失格基準失格基準失格基準失格基準④④④④のののの「「「「想定下請応札率想定下請応札率想定下請応札率想定下請応札率」」」」のののの算式算式算式算式「「「「下請金額下請金額下請金額下請金額のののの総額総額総額総額÷÷÷÷ΣΣΣΣ（（（（各工種各工種各工種各工種のののの下請金額下請金額下請金額下請金額÷÷÷÷当該工種当該工種当該工種当該工種におけるにおけるにおけるにおける

　　　　　　　　工種別応札率工種別応札率工種別応札率工種別応札率）」）」）」）」においてにおいてにおいてにおいて、「、「、「、「ΣΣΣΣ（（（（シグマシグマシグマシグマ）」）」）」）」はははは、、、、数列数列数列数列のののの和和和和（（（（総和総和総和総和））））をををを表表表表すすすす数学記号数学記号数学記号数学記号ですですですです。。。。


